
542 648 －－－成　果（効果･予測）

若い世代の女性を対象とした健康診査や健康相談、健康 名称 個別相談実施状況 単位 人
教育を実施することにより、将来の生活習慣病予防の視 活

内容説明 女性健康診査の当日に、個別相談を実施した人数点を持って、長期的に健康づくりに取り組むことができ 動

る市民が増加します。 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 800 700 700指標値
2

実　績 526 642 －－－

名称 保健指導実施者数 単位 人
活

内容説明 女性健康診査の結果郵送時に文書にて指導を実施した数動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

健診受診者数が上昇し、より多くの市民が健康問題を早 標 予　定 800 700 700指標値
期に解決できる力を備えることができるよう、受診勧奨 3

実　績 542 648 －－－を積極的に行います。

名称 保育利用人数 単位 人
活

内容説明 女性健康診査の当日に、保育を利用した受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 360 230 230指標値
4

実　績 176 159 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

前年度の受診者へ、ひきつづき継続受診の呼びかけを行うとともに、新規受診者の増加を目指して、健診の

対象となる市民に広く事業周知を行います。また、すべての受診者が自主的に健康づくりに取り組むことが

できるよう、栄養相談等を通じて自身の健康に関心を持てるよう情報提供を行います。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9278

一般会計

事務事業名 女性の健康診査事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 健康診査・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

健康増進法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成02年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

１８歳から３９歳の健康診査の機会のない女性 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 3,412 3,976 4,351

人件費 7,413 7,400 7,400

目　的 総事業費 10,825 11,376 11,751

女性がかかる疾病の早期発見と健康づくりのため、健康 2年度事業費（予算額）財源内訳
診査、保健・栄養指導を行います。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・健診を通じて、生活習慣病をはじめとする疾病のリス その他 0

　クを早期発見し、生活習慣を見直す機会となるよう、 一般財源 4,351

　健康診査、健診当日の栄養相談を実施します。健診 合　計 4,351

　受診の結果、特に注意が必要な対象者について、電話 ３.活動内容
　による健康相談および健康に関する情報提供をしま 名称 女性健康診査受診者数 単位 人
　す。 活

内容説明 女性健康診査の受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 800 700 700指標値
1

実　績



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
大和市の女性市民が生活習慣病予防の意識向上と健康づくりのきっかけとして、健康

診断を定期的に受ける事が有効です。職場や加入健保の健康診査を受ける機会のない
Ａ Ａ Ａ

女性市民も、健診を受診できる環境を維持するため、市が事業を実施する必要があり

ます。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 事業の周知を強化し、未受診の対象者が健診を受診できるように取り組みます。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費・人件費とも必要最小限の水準で実施しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
負担能力に応じた負担免除要件を設けていること、対象者である全ての市民が受診可

能であることから、公平性が保たれています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
すべての受診者が自主的に健康づくりに取り組むことができるよう、個別性をふまえ

た情報提供を十分に行いました。
Ａ Ａ Ａ



件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 12,600 12,500 12,300指標値
2

実　績 11,854 10,532 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

適正受診を促す啓発などの取組の推進が必要です。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き大和市医師会等関係機関と連携して、休日及び夜間における救急医療体制を確保し、必要な医療を

提供します。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9279

一般会計

事務事業名 休日夜間急患診療所運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中 崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成19年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

休日及び夜間に治療を必要とする患者 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 141,141 149,466 143,944

人件費 5,189 5,180 5,180

目　的 総事業費 146,330 154,646 149,124

休日及び夜間の内科、小児科の軽症患者のために、大和 2年度事業費（予算額）財源内訳
市地域医療センター休日夜間急患診療所で適切な一次救 国支出金 0

急医療を提供します。 県支出金 3,017

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・休日夜間急患診療所の運営を大和市医師会に委託しま その他 92,281

　す。 一般財源 48,646
合　計 143,944

３.活動内容

名称 診療日数 単位 日
活

内容説明 休日・夜間の診療日数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 365 366 365指標値
1

実　績 365 366 －－－成　果（効果･予測）

休日及び夜間における一次救急医療体制が確保され、必 名称 診療件数 単位 件
要な医療が提供されます。 活

内容説明 休日・夜間の診療



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
救急医療の確保は、市民の生命及び身体を守るために重要ですが、事業採算性が低い

ため、個々の医療機関による取り組みだけでは救急医療体制の維持は極めて困難であ
Ａ Ａ Ａ

ることから、市が関与する必要性は高いと考えます。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 例年１万人以上の救急患者に対応しており、十分に成果を挙げていると考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
一次救急医療の提供実績を踏まえると、現行の委託料は適正であると考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
一次救急の提供のための事業であり、診療報酬による自己負担額を算定しており、受

益・負担は適正であると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと、市のホームページのほか、公共施設への案内チラシの配架により、広く

情報提供を実施しています。また、休日夜間急患診療所である地域医療センターはバ
Ａ Ａ Ａ

リアフリー化されています。



保されます。 活
内容説明 休日、夜間診療受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 25,000 25,000 25,000指標値
2

実　績 22,257 19,922 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

安定した二次救急医療の提供を維持するため、輪番病院 標 予　定指標値
間の連携をさらに促す必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

引き続き、休日及び夜間における中・重症患者に対する救急医療が安定的に提供できるよう大和市医師会や

関係医療機関と連携、情報共有を進めるほか、県央医療圏の各自治体との広域化などに関する協議も継続し

て行います。
今後の方針等

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

平成３１年度　事務事業評価表
9280

一般会計

事務事業名 夜間診療所運営支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中 崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和48年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：救急告示病院及び病院群輪番制参加病院 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 53,282 55,957 59,487

人件費 2,224 2,960 2,960

目　的 総事業費 55,506 58,917 62,447

休日及び夜間における内科等の入院治療等を必要とする 2年度事業費（予算額）財源内訳
中・重症患者のために、病院群輪番制などにより適切な 国支出金 0

二次救急医療を提供します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・救急告示病院又は病院群輪番制参加病院の内科等の二 その他 0

　次救急医療の提供に係る経費に対して補助金を交付し 一般財源 59,487

　ます。 合　計 59,487

３.活動内容

名称 診療日数 単位 日
活

内容説明 休日、夜間診療日数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 365 366 365指標値
1

実　績 365 366 －－－成　果（効果･予測）

休日及び夜間における内科等の中・重症患者に対する二 名称 診療件数 単位 件
次救急医療の提供が確



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市民の生命及び身体を守るために救急医療の確保は重要ですが、事業採算性低いこと

から、医療機関ごとの個別対応では二次救急医療を安定して提供できる体制を構築・
Ａ Ａ Ａ

維持していくことは困難な状況であり、市が関与する必要性が高いと考えます。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 ２万人程度の救急患者に対応しており、二次救急医療は適切に提供されているものと

考えます。
Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
二次救急医療の提供実績を踏まえると、適正な範囲にあるものと考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
二次救急医療の提供のための事業であり、市民の健康に十分に寄与するものです。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとや市のホームページ、公共施設のチラシ等の配架により情報提供を行って

いるほか、２４時間健康相談サービスにおいても、救急医療機関の案内を実施してい
Ａ Ａ Ａ

ます。



年度) 2年度

休日歯科診療については、民間歯科医療機関における休 標 予　定指標値
日歯科診療の実施状況等を把握するとともに、休日歯科 3

実　績 －－－診療所における患者数の推移を注視する必要があります

。 名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

休日歯科診療所は、年間を通じて一定の市民ニーズが認められるほか、多くの民間歯科医療機関が休診とな

る年末年始や長期連休などの時期には、歯科医療提供の重要な役割を担っています。引き続き、民間歯科医

療機関の動向把握に努めながら、より効率的な運営が確保されるよう取り組むことが求められます。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9281

一般会計

事務事業名 休日歯科診療所運営支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和54年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：大和綾瀬歯科医師会 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 13,141 14,204 14,093

人件費 741 1,258 2,072

目　的 総事業費 13,882 15,462 16,165

休日の歯科救急患者に適切な医療を提供します。 2年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

休日歯科診療所を運営する大和綾瀬歯科医師会に運営費 その他 0

の一部を助成します。 一般財源 14,093
合　計 14,093

３.活動内容

名称 診療日数 単位 日
活

内容説明 休日診療日数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 73 76 72指標値
1

実　績 73 76 －－－成　果（効果･予測）

休日における歯科救急患者に適切な医療が提供できます 名称 受診者数 単位 件
。 活

内容説明 歯科診療受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 295 274 317指標値
2

実　績 264 335 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
民間歯科医療機関が休診となる休日、特に年末年始などの連休における歯科医療の提

供に係る事業であり、市が関与する必要性が高いと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 休日に診療を行う民間歯科医療機関も増えており、その状況を把握、検証し、より効

率的な運営となるよう検討していく必要があります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
休日歯科診療所の現行での運営を維持するためには、適正な範囲内にあるものと考え

ます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
休日における歯科診療の提供のための事業であり、市民の健康に十分に寄与するもの

です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとや市のホームページにて情報提供を行い、周知を図っています。

Ａ Ａ Ａ



は、個別に勧奨通知を行いま 動

　す。 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1,006 1,020 1,161指標値
1

実　績 1,012 1,138 －－－成　果（効果･予測）

・接種率を高めることで感染症の発症や重症化を予防す 名称 予防接種協力医療機関数 単位 箇所
　るとともに、蔓延防止が図られます。 活

内容説明 予防接種協力医療機関数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 161 168 174指標値
2

実　績 163 172 －－－

名称 対象者数（予防接種法におけるＡ類疾病） 単位 人
活

内容説明 定期予防接種（Ａ類疾病）の対象者数（IPV,HPV,M,R除く）動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

・定期予防接種の制度は複雑なため、対象者が予防接種 標 予　定 49,378 49,005 49,404指標値
　について正しく理解できるよう、対象者に対して正確 3

実　績 47,340 47,103 －－－　な情報を発信し、適正に予防接種を実施する方法を検

　討していく必要があります。 名称 接種者数（予防接種法におけるＡ類疾病） 単位 人
活

内容説明 定期予防接種（Ａ類疾病）の接種者数（IPV,HPV,M,R除く）動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 53,293 53,111 52,965指標値
4

実　績 49,032 47,478 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

新たに定期接種となる予防接種について、市民への正しい情報提供や協力医療機関の制度管理を行っていき

ます。また、市民の利便性の向上についても検討していきます。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9289

一般会計

事務事業名 予防接種事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 健康診査・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・こどもがすくすく成長する産み育てやすいまち

総合計画体系 個別目標 妊娠・出産・子育てを切れ目なく支援する

めざす成果 すべてのこどもがすくすくと健康に育っている

予防接種法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和23年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

予防接種法に基づく対象者、及び成人風しん予防接種費 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
用助成対象者 事業費 598,888 606,863 688,993

人件費 22,239 28,342 17,892

目　的 総事業費 621,127 635,205 706,885

予防接種法に基づく各種予防接種を実施し、感染症の発 2年度事業費（予算額）財源内訳
生や蔓延を防止します。 国支出金 14,571

県支出金 4,850

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・予防接種法に基づく予防接種を実施します。 その他 0

・特定の任意予防接種の接種費用に対し、助成を行いま 一般財源 669,572

　す。 合　計 688,993

・接種率向上のため、予防接種スケジュールを自動で作 ３.活動内容
　成する予防接種モバイルサービスを提供します。また 名称 ＰＲ回数 単位 回
　予防接種の必要性を広報やまとやホームページで周知 活

内容説明 個別通知・広報等　するとともに、対象者に



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
予防接種法に基づく予防接種の実施主体は、市町村になっています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 おおむね高い接種率を維持しています。ワクチンの種類の増加や予防接種の制度の複

雑化がみられるため、正しい情報を提供し、更なる感染症のまん延防止を図るべく、
Ａ Ａ Ａ

接種率の向上に努めます。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
予防接種委託料単価は、診療報酬単価を基礎とした県下統一の単価もしくは厚生労働

省が総務省に示した算定方式を基に、医師会等関係機関と協議決定しています。また
Ａ Ａ Ａ

、人件費は非常勤職員を活用するなど、抑制に努めています。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
感染の恐れがある疾病の発生及びまん延予防が目的であるA類疾病の予防接種につい

ては全額公費で、個人の発病または重症化予防が目的であるB類疾病の予防接種につ
Ａ Ａ Ａ

いては一部負担金の徴収及び負担能力に応じた免除要件を定めており、負担の適正化

が図られています。

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと、ホームページ、予防接種モバイルサービス、各医療機関や市内保育施設

での掲示に加え、市内市立小・中学校保護者へのチラシ配布、保護者説明会での説明
Ａ Ａ Ａ

、個別通知を行うなど、効率よくきめ細やかな情報提供に努めています。



績 43 54 －－－成　果（効果･予測）

結核患者の早期発見及び早期対応が図られます。 名称 結核検診受診者数 単位 人
感染症の予防及び蔓延防止が図られます。 活

内容説明 集団方式による結核検診の受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 720 652 624指標値
2

実　績 538 545 －－－

名称 新型コロナウイルス感染症に関する相談件数 単位
活

内容説明 新型コロナウイルス感染症に関する相談、TEL、FAQ、手紙等動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

今後も感染症に関する情報提供や知識の普及を図る必要 標 予　定 0 0 400指標値
があります。新たな感染症について、国や県、医療機関 3

実　績 0 373 －－－等の関係機関とも連携し、適切に対応できるよう努める

必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

がん集団検診及び女性健康診査の実施にあわせ、集団方式での結核検診の機会を今後も提供し、チラシの配

布を行うなど、周知を図ります。また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、国、県、保健所、医療機

関等の関係機関との連携を図り、感染拡大の防止に努めました。今後も、関係機関との連携を図るとともに
今後の方針等

、適切に対応できるように情報収集と事前の対策を強化し、備蓄等の備えの見直しを図る必要があります。

平成３１年度　事務事業評価表
9291

一般会計

事務事業名 感染症予防事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 保健衛生・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（旧結核規則等）

根拠法令 名　称 予防接種法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 660 736 785

人件費 1,853 2,220 2,220

目　的 総事業費 2,513 2,956 3,005

感染症の発生や蔓延を防止し、公衆衛生の向上及び増進 2年度事業費（予算額）財源内訳
を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・感染症に関する正しい知識の普及や情報提供に努める その他 0

　とともに、１６歳以上で健康診断を受ける機会のない 一般財源 785

　方を対象とした結核検診を実施します。 合　計 785

・県、厚木保健福祉事務所大和センターと連携し、蚊・ ３.活動内容
　ダニなどの昆虫を媒介とする感染症や新型インフル 名称 集団検診等実施回数 単位 回
　エンザ等の新たな感染症に対処していきます。 活

内容説明 集団方式による結核検診を実施した回数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 43 45 54指標値
1

実　



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律において、地方公共団体の

責務が定められています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 結核検診については、女性健診や集団がん検診と同時に実施し受診の機会を確保して

いますが、受診者数が減少傾向にあり、効果的な周知が必要です。
Ａ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
健診委託料などは、診療報酬単価を基に決定しており、適正な水準です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
結核検診については、感染症のまん延を防ぐための事業費であるため、市民からの費

用負担は求めていません。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
感染症の発生、流行の際は、ホームページ、PSメール等を通じて情報提供を行い、迅

速な対応に努めています。
Ａ Ａ Ａ



定 11,304 12,906 13,818指標値
1

実　績 12,762 13,259 －－－成　果（効果･予測）

・疾病を早期発見し、早期治療につなげることで市民の 名称 施設がん検診受診者数 単位 人
　健康の維持・増進を図ることができます。 活

内容説明 施設がん検診受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 71,511 64,748 68,091指標値
2

実　績 54,763 60,993 －－－

名称 精検受診未把握者アンケート送付数 単位 人
活

内容説明 精密検査結果が市に返送されていない方への受診状況の確認動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

・受診率向上に向けた施策の検討をさらに強化し、実施 標 予　定 1,600 1,700 1,900指標値
　体制の整備、および検診精度管理に努めていく必要が 3

実　績 1,660 1,925 －－－　あります。

・一次検診で要精密検査となった対象者が精密検査の 名称 精検受診未把握者アンケート返信数 単位 人
　必要性を理解し、早期に受診行動をとることができる 活

内容説明 アンケートにより精検結果を把握した数　よう、勧奨を強化する必要があります。 動

　　　　　　　　　　　　　 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1,100 1,200 1,200指標値
4

実　績 1,101 1,079 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・毎月15日の「行こう　がん検診の日」ＰＲ活動を拡大し、引き続き意識啓発を行います。

・『おとなの健診「らくらく健診」』を充実させ、受診率の向上を図ります。

・精密検査受診状況調査票の返信のない方に個別にアプローチし、未把握率の減少を目指します。
今後の方針等

・集団がん検診において申し込みが集中する５がんの日を増やすことにより、受け入れ人数拡大に努めます

。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

平成３１年度　事務事業評価表
9294

一般会計

事務事業名 健康診査事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 健康診査・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

健康増進法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和58年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

・各がん検診の対象年齢に該当する市民 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 702,548 781,056 859,549

人件費 20,386 19,723 16,412

目　的 総事業費 722,934 800,779 875,961

各種がん検診や特定健康診査を実施し、がんや生活習慣 2年度事業費（予算額）財源内訳
病の早期発見・早期治療につながる機会の確保に努めま 国支出金 7,660

す。 県支出金 7,783

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・健康増進法に基づく各種がん検診（胃、肺、大腸、乳 その他 0

　房、子宮）、肝炎ウイルス検診、前立腺がん検診及び 一般財源 844,106

　骨粗しょう症検診を実施するとともに高齢者の医療の 合　計 859,549

　確保に関する法律の対象とならない方に対して、特定 ３.活動内容
　健康診査を実施します。 名称 集団がん検診受診者数 単位 人

活
内容説明 集団方式のがん検診の受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
健康増進法において、市町村が実施すべき事業とされています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 受診率向上を目指し、周知方法の検討や実施体制の整備を行い受診者が利用しやすい

事業の実施に努めます。検診精度の維持向上を意識し、精度管理を行います。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
受診希望者の増加に伴い、事業費は増加します。効率的な業務執行により人工は必要

最小限となっています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
対象年齢に達したすべての市民が受診可能であること、負担能力に応じた負担金免除

要件を設けていることから、公平性が保たれています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとや市ホームページ、定期的な駅頭キャンペーンを通じて広く事業周知を図

っていることや、成人検診情報提供等サービス『おとなの健診「らくらく健診」』の
Ａ Ａ Ａ

運用、個別に受診券を作成・送付していることなど、積極的な情報提供に努めていま

す。



被保険者が健康チェックをすることができます。 動

メタボリックシンドローム予備群の領域結果が出た場合 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

、保健指導を受けることができます。 標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

受診率の上昇が課題です。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

がん検診と受診券の一体化を図るなどして、がん検診受診者へ特定健診受診を促します。また、電話やハガ

キによる受診勧奨を行います。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
19078

特別会計

事務事業名 特定健康診査事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 健康診査・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

４０歳から７４歳までの国民健康保険被保険者 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 231,194 211,165 279,402

人件費 10,568 10,595 11,470

目　的 総事業費 241,762 221,760 290,872

メタボリックシンドロームの該当者および予備群を減ら 2年度事業費（予算額）財源内訳
します。 国支出金 0

県支出金 53,581

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

市内医療機関に委託し、メタボリックシンドロームを判 その他 0

定する健康診査を実施する。 一般財源 225,821
合　計 279,402

３.活動内容

名称 特定健診実施率 単位 ％
活

内容説明 国保加入者のうち40歳～74歳までの受診者割合動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 36 37 37指標値
1

実　績 30.1 32.6 －－－成　果（効果･予測）

医療費の伸びを抑制することで国保財政の安定的な運営 名称 単位
が図られます。 活

内容説明



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、保険者である市が行います。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ｃ：成果を上げる余地が多くある。

事務事業の成果 受診率向上のために、PDCAに沿った事業展開をする必要があります。

Ｃ Ｃ Ｃ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
健診単価については、診療報酬点数に基づき、関係機関との調整を行った上で決定し

ているため、適切であると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
特定健診受診者の窓口自己負担額については、近隣市と同水準であり、適正であると

考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ｂ：社会的配慮は行っているが、まだ不十分である。

社会的配慮
特定健診対象者へのPRや受診勧奨に努めているところですが、受診率達成のためには

、工夫や改善の余地が見込めます。
Ｂ Ｂ Ｂ



国保財政の安定的な運営が図られます。 活
内容説明医師・保健師・管理栄養士の生活習慣改善の指導を受け 動

ることで、成人病予防が図られます。 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

実施計画に基づく実施率に沿った受診率向上を図らなけ 標 予　定指標値
ればなりません。より市民のニーズに合った手法を模索 3

実　績 －－－していく必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

対象者への利用勧奨や周知をさらに工夫すると共に、協力医療機関の確保に努め利用率の向上を目指す必要

があります。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
19088

特別会計

事務事業名 特定保健指導事業（医療機関）

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 健康診査・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 一人ひとりが健康づくりに取り組み元気で暮らしている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

４０歳から７４歳までの国民健康保険被保険者で、特定 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
健康診査の結果から、メタボリックシンドロームの該当 事業費 247 306 695

及び予備群と判定された者。 人件費 741 740 740

目　的 総事業費 988 1,046 1,435

メタボリックシンドロームの該当者および予備群を減ら 2年度事業費（予算額）財源内訳
します。 国支出金 0

県支出金 134

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

医療機関への委託により、医師・保健師・管理栄養士が その他 0

健診結果に基づいた保健指導を実施する。 一般財源 561
合　計 695

３.活動内容

名称 保健指導実施率 単位 ％
活

内容説明 メタボリックシンドローム該当者の保健指導の利用者割合動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 33 34.5 36指標値
1

実　績 13 8 －－－成　果（効果･予測）

健康の保持増進を推進することで医療費の伸びが抑制さ 名称 単位
れ



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、保険者である市が行います。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ｃ：成果を上げる余地が多くある。

事務事業の成果 受診率向上のために、PDCAに沿った事業展開をする必要があります。

Ｃ Ｃ Ｃ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
協力医療機関との委託契約に基づき決定しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
被保険者の健康づくりを支援するための事業であることから、特定保健指導の自己負

担は設定していません。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ｂ：社会的配慮は行っているが、まだ不十分である。

社会的配慮
協力医療機関の確保等、利用しやすい環境づくりや利用方法の周知等について、改善

の余地があります。
Ｂ Ｂ Ｂ



00 16,600指標値
2

実　績 13,535 15,411 －－－

名称 PR回数 単位 回
活

内容説明 広報等により、事業PRや情報更新の注意喚起を行った回数動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

多くの方に備えてもらうための効果的な配布促進方法と 標 予　定 4 4 4指標値
、記載情報のアップデートの勧奨方法を検討する必要が 3

実　績 4 5 －－－あります。

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

平成３１年度は、市施設や調剤薬局など市内計２３か所での備付け、救急フェアや終活講演会等の市主催イ

ベントでの配布、健康教育事業における健康講座での配布を継続して行いました。引き続き、事業ＰＲや配

布協力先の拡充等を行うことにより、市民の利用を啓発していきます。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
27193

一般会計

事務事業名 救急医療情報活用事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成22年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内在住者 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 166 0 237

人件費 371 370 370

目　的 総事業費 537 370 607

緊急時に適切な医療や必要とされる支援が円滑に提供さ 2年度事業費（予算額）財源内訳
れるよう情報提供の仕組を確保します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

対象者に救急医療情報キットを無償で配布します。 その他 0

一般財源 237
合　計 237

３.活動内容

名称 救急医療情報キット配布数 単位 個
活

内容説明 救急医療情報キットを配布した数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1,200 800 1,200指標値
1

実　績 1,393 1,876 －－－成　果（効果･予測）

緊急時に適切な医療や必要とされる支援が円滑に提供さ 名称 救急医療情報キット累積配布数 単位
れることによって、市民、とりわけ単身世帯の方々の生 活

内容説明命及び身体の安全が確保できます。 動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 15,000 15,0



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
当該事業は、市民が急病等になった際の救急活動の円滑な実施に寄与することを目的

としています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 救急医療情報キットが実際の救急活動で活用された事例があり、当初想定したとおり

の有用性が確認されています。また、救急医療情報キットの備えにより、市民の災害
Ａ Ａ Ａ

等に対する安心感が増すことにも寄与しています。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

29年度 30年度 31年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
救急医療情報キットは、各学習センターや消防本部、調剤薬局等にて特段の費用を要

することなく配布しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
緊急時に適切な医療や支援が円滑に提供されるための仕組みとして、幅広く市民を対

象に実施しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

29年度 30年度 31年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとや市のホームページでの情報提供、また防災等のイベント会場での配布に

より、事業のＰＲを行っています。
Ａ Ａ Ａ



。 動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

補助金を交付している各団体の運営状況等について、適 標 予　定指標値
時把握に努める必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

保健医療団体の活動は、市民の健康の維持増進を図るために、また、超高齢社会における健康寿命を延伸さ

せるためにますます重要になることから、各団体運営に対して引き続き支援を行います。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9274

一般会計

事務事業名 保健医療団体活動支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中 崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和48年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：大和市医師会、大和綾瀬歯科医師会、大和綾瀬 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
　　　　薬剤師会 事業費 3,722 3,722 3,722

人件費 222 222 222

目　的 総事業費 3,944 3,944 3,944

団体活動を支援することにより、各種保健衛生サービス 2年度事業費（予算額）財源内訳
の質の向上と充実を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

団体の運営に必要な経費の一部を補助し、定期的に情報 その他 0

交換会等を行っていきます。 一般財源 3,722
合　計 3,722

３.活動内容

名称 補助金執行額 単位 千円
活

内容説明 当該年度における団体運営費補助金動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 3,722 3,722 3,722指標値
1

実　績 3,722 3,722 －－－成　果（効果･予測）

団体運営を支援することにより安定的に団体事業が実施 名称 単位
されるなど、各種保健衛生サービスの質の維持・向上が 活

内容説明図られています



衛生が向上します。 動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 3 3 3指標値
2

実　績 3 3 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

補助金を交付している団体の運営状況等について、適時 標 予　定指標値
把握に努める必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

食品衛生分野において、食品事業者への指導及び消費者への普及啓発を担う大和食品衛生協会を引き続き支

援することにより、公衆衛生の向上及び市民の健康の維持、増進を図ります。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9275

一般会計

事務事業名 食品衛生管理支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中 崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和48年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：大和食品衛生協会 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 52 52 52

人件費 222 222 222

目　的 総事業費 274 274 274

食中毒等の危害の発生防止と食品の安全及び衛生の向上 2年度事業費（予算額）財源内訳
を目的として活動する団体を支援します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

公衆衛生における食品衛生分野で、食品事業者指導や消 その他 0

費者への食品衛生知識の普及啓発を担っている大和食品 一般財源 52

衛生協会の運営費の一部を助成します。 合　計 52

３.活動内容

名称 事業実施回数 単位 回
活

内容説明 大和食品衛生協会の事業活動回数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 40 40 42指標値
1

実　績 44 42 －－－成　果（効果･予測）

食品衛生協会の活動を支援することにより、食品事業者 名称 啓発活動回数 単位 回
及び消費者への働きかけが同時に行え、食中毒の発生を 活

内容説明 大和食品衛生協会の啓発活動回数抑制できるなど食品



度) 2年度

外国籍市民の救急医療に係る医療費の未払いに備えた制 標 予　定指標値
度であることから、救命や道徳感、病院支援という難し 3

実　績 －－－い問題を含んでいます。

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

救急医療機関に対する運営支援により、外国籍市民への円滑な救急医療の提供が確保できるようになること

から、現状を維持します。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9282

一般会計

事務事業名 外国籍市民救急医療対策支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成05年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：市内救急医療機関 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 0 0 200

人件費 30 30 74

目　的 総事業費 30 30 274

外国籍市民に対する救急医療の提供を確保します。 2年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 100

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

救急医療機関で外国籍市民にかかる医療費の未収が発生 その他 0

した場合に、その未収金にかかる診療報酬相当額を助成 一般財源 100

します。 合　計 200

３.活動内容

名称 助成実績 単位 件
活

内容説明 助成対象となる事案の件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 0 0 0指標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

救急医療機関における外国籍市民にかかる医療費未払い 名称 単位
に対する不安を払拭することにより、外国籍市民に対す 活

内容説明る救急医療の提供が確保されます。 動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年



。 活
内容説明 狂犬病の予防注射をした犬の頭数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 11,954 11,839 11,700指標値
2

実　績 9,310 9,200 －－－

名称 狂犬病注射会場数 単位 箇所
活

内容説明 市内各所で集合注射を実施動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

狂犬病予防法に係る事務は、平成１２年４月に県から移 標 予　定 19 19 19指標値
譲されたものです。接種率を高く維持するため、広報等 3

実　績 19 19 －－－による啓発に努める必要があります。

名称 注射通知回数 単位 回
活

内容説明 年２回通知（４月・９月）動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 2 2 2指標値
4

実　績 2 2 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

病状によりやむを得ず接種を延期している犬は増加傾向にありますが、狂犬病予防注射の接種率については

、犬の集団感染を抑制できるとされる約８割の水準は維持しています。また、台帳には登録されているもの

の、死亡又は転出している犬も多いことから、引き続き、実態に合わせた台帳整理を行います。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9288

一般会計

事務事業名 狂犬病予防事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

狂犬病予防法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成12年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内で飼われている犬の所有者 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 4,003 4,129 4,777

人件費 760 1,410 1,560

目　的 総事業費 4,763 5,539 6,337

狂犬病予防法に基づき犬の登録及び狂犬病予防注射の勧 2年度事業費（予算額）財源内訳
奨を行い、狂犬病の発生及び蔓延を防止します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

犬の登録及び鑑札の交付並びに狂犬病予防注射済票の交 その他 4,777

付を行います。 一般財源 0

狂犬病予防注射につきましては、例年４月中に市内の公 合　計 4,777

共施設等を利用した集合注射の機会を所有者に提供しま ３.活動内容
す。 名称 新規登録頭数 単位 頭

活
内容説明 一生涯に一度登録動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 770 810 800指標値
1

実　績 894 878 －－－成　果（効果･予測）

年に１回の狂犬病予防注射により狂犬病の発生はありま 名称 狂犬病予防注射接種頭数 単位 頭
せん



予　定 17 21 22指標値
2

実　績 21 22 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

献血は、市町村ごとに目標となる献血協力者数が設定さ 標 予　定指標値
れ、実施されています。県内では輸血用血液が不足する 3

実　績 －－－状態が続いているため、保健福祉事務所及び日本赤十字

社との連携をより推進していく必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

年間における献血協力者数は減少から回復傾向にあり、また街頭献血は、赤十字血液センターが県域全体で

の血液の需要と供給のバランスを考慮し、必要な回数を適宜実施していることから、大和市域での必要回数

は確保されたものと考えます。今後も、長期保存できない血液等を需要予測のもとで計画的に供給するため
今後の方針等

に、県や赤十字血液センターとの連携を図り、協力者を確保するため献血の周知を継続して実施します。

平成３１年度　事務事業評価表
9290

一般会計

事務事業名 献血推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 91 194 141

人件費 371 370 150

目　的 総事業費 462 564 291

輸血用血液及び血液製剤を確保するため、保健福祉事務 2年度事業費（予算額）財源内訳
所及び日本赤十字社と連携して、職域、地域等にはたら 国支出金 0

きかけ、献血を推進します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

職域及び街頭等での献血実施のために会場を確保すると その他 0

ともに、献血推進の啓発を行います。 一般財源 141
合　計 141

３.活動内容

名称 安全な血液の確保 単位 人
活

内容説明 年間における献血協力者の数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 2,973 3,244 3,619指標値
1

実　績 2,905 3,619 －－－成　果（効果･予測）

輸血用血液等の安定的な確保に寄与しています。 名称 事業所の確保 単位 箇所
活

内容説明 職域等献血協力事業所の確保動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標



削減を図ることができます。 活
内容説明 40歳のう蝕有病者割合動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 30 35 40指標値
2

実　績 43.9 49.2 －－－

名称 歯周疾患有病者割合 単位 ％
活

内容説明 40歳の歯周疾患有病者割合動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

歯周病予防及び歯科健診の受診率向上に向けた啓発が必 標 予　定 35 50 50指標値
要です。 3

実　績 62 55.7 －－－

名称 40歳受診率 単位 %
活

内容説明 40歳の歯科健診受診率動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 10 10 10指標値
4

実　績 5 5.5 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

受診率向上のため健診期間の延長について歯科医師会と調整し、令和2年度より、開始期間を例年の6月から

4月へ変更するよう検討いたします。

また、受診券をがん検診等と一体化することを検討し、受診率の向上につながるよう努めてまいります。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9295

一般会計

事務事業名 成人歯科健康診査事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 保健衛生・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

健康増進法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成11年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

４０歳、５０歳、６０歳、７０歳の市民 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 7,593 8,017 9,232

人件費 2,224 2,220 2,220

目　的 総事業費 9,817 10,237 11,452

高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受でき 2年度事業費（予算額）財源内訳
るよう、歯の喪失を予防するため、歯周病の予防、歯と 国支出金 0

口腔の健康増進を図ります。 県支出金 3,753

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

４０歳、５０歳、６０歳、７０歳の歯科健診希望者に対 その他 0

し協力歯科医療機関で個別健診を実施します。 一般財源 5,479
合　計 9,232

３.活動内容

名称 受診者数 単位 人
活

内容説明 歯科健診受診者数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1,205 1,089 1,250指標値
1

実　績 933 959 －－－成　果（効果･予測）

歯周病の早期発見・早期治療、また歯と口腔内の健康増 名称 う蝕有病者割合 単位 ％
進及び医療費の



スーパー銭湯の台頭による経営環境の悪 標 予　定指標値
化などにより公衆浴場が減少しています。公衆浴場は、 3

実　績 －－－公衆衛生の向上及び増進に寄与する部分が少なからずあ

ることから、いかに維持存続のための支援を行うかが課 名称 単位
題となります。 活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

浴室を持たない世帯等への入浴確保と、衛生的で快適な入浴環境の確保のための必要最低限の補助制度とな

っていることから、現状を維持します。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9296

一般会計

事務事業名 公衆衛生支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和60年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：市内公衆浴場 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 1,756 636 1,219

人件費 519 518 740

目　的 総事業費 2,275 1,154 1,959

良好な公衆浴場を確保し、公衆衛生の維持向上を図りま 2年度事業費（予算額）財源内訳
す。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

公衆浴場営業者が行う施設整備費に要する費用の一部を その他 0

助成します。また、大和市公衆浴場組合の運営費の一部 一般財源 1,219

を助成します。 合　計 1,219

３.活動内容

名称 補助件数 単位 件
活

内容説明 施設整備件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 7 7 7指標値
1

実　績 3 2 －－－成　果（効果･予測）

市民が安心して公衆浴場を利用できます。 名称 大和市浴場組合会員数 単位 箇所
活

内容説明 浴場数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 3 3 3指標値
2

実　績 3 3 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

家風呂の普及や



増加を抑えることができます。 活
内容説明 年間の火葬件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1,921 2,139 2,064指標値
2

実　績 2,139 2,064 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

斎場組合に効率的な運営を求めるとともに、今後の火葬 標 予　定指標値
需要の増加に適切に対処できるよう施設整備を含めた対 3

実　績 －－－応策を検討する必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

斎場組合の安定的な運営を図り、斎場利用者の負担増加を抑えるため、引き続き運営経費の一部を負担しま

す。また、超高齢社会における火葬需要の増加に適切に対処するため、組織市及び斎場組合事務局とその対

応策等について協議を継続していきます。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
9297

一般会計

事務事業名 広域大和斎場組合負担事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 地域の温かい支えとともに人生を安心して送ることができている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和57年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

広域大和斎場組合 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 81,515 83,116 82,753

人件費 2,224 3,785 5,561

目　的 総事業費 83,739 86,901 88,314

斎場組合の安定的な運営を図り、斎場利用者の負担増加 2年度事業費（予算額）財源内訳
を抑えます。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

４市で構成する広域大和斎場組合の管理運営経費の一部 その他 0

を人口、実績等の割合に応じて、大和市、海老名市、座 一般財源 82,753

間市及び綾瀬市において負担します。 合　計 82,753

３.活動内容

名称 協議会の開催数 単位 回
活

内容説明 ４市での協議会や議会の開催動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 6 6 6指標値
1

実　績 12 10 －－－成　果（効果･予測）

斎場運営経費を負担することで、運営の安定が図れ、斎 名称 大和市民による利用実績 単位 件
場利用者の負担の



3 11 13指標値
2

実　績 13 15 －－－

名称 施設維持補修件数 単位 件
活

内容説明 施設維持補修・物品修繕・工事の件数動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

休日夜間急患診療所としての使用や各種検診会場として 標 予　定 5 5 4指標値
の使用などに支障をきたさないよう、年間を通じて適切 3

実　績 6 8 －－－に維持管理していく必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

大和市公共施設保全計画等を踏まえ、施設使用に支障が生じないよう適切に管理を行います。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
12438

一般会計

事務事業名 地域医療センター管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成19年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

地域医療センター 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 15,442 16,810 17,448

人件費 2,224 1,051 2,590

目　的 総事業費 17,666 17,861 20,038

施設を適切に維持管理します。 2年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

地域医療センターの清掃業務、守衛業務、機械警備業務 その他 544

及び設備保守管理等を委託により行います。 一般財源 16,904
合　計 17,448

３.活動内容

名称 維持管理施設数 単位 箇所
活

内容説明 施設の維持管理を行う地域医療センター数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

地域医療センターの施設目的に合った適正な使用の維持 名称 施設維持管理業務委託等件数 単位 件
が図られます。 活

内容説明 施設管理業務委託、水質検査、施設保険等の締結件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1



度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

医療費の節減に繋がるよう受診率の向上策の検討が必要 標 予　定指標値
です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

受診率向上のため、広報やまと、ポスター、チラシのほかに庁内放送も行い、引き続き当事業のPRと早期受

診勧奨に努めていきます。また、受診券の一体化により、受診率向上を図るとともに、長寿健康診査票の質

問票を高齢の方のフレイルに着目した内容に変更するよう検討します。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
19100

一般会計

事務事業名 後期高齢者健康診査事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 健康診査・がん予防係 山中 崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

高齢者の医療の確保に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市の後期高齢者医療制度該当者 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 211,351 213,114 265,429

人件費 8,154 5,772 5,180

目　的 総事業費 219,505 218,886 270,609

後期高齢者の健康の保持増進のため、対象者へ健康診査 2年度事業費（予算額）財源内訳
を実施します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

大和市の後期高齢者医療制度被保険者に対し健康診査を その他 135,303

実施します。 一般財源 130,126
合　計 265,429

３.活動内容

名称 受診件数 単位 件数
活

内容説明 健康診査の受診件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 12,100 13,100 13,300指標値
1

実　績 11,392 11,670 －－－成　果（効果･予測）

被保険者の疾病予防および早期発見をすることで健康の 名称 単位
保持増進が図られます。 活

内容説明動

指 30年



0年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 380 380 380指標値
2

実　績 344 348 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

適正かつ効果的な補助となるよう、産科医療機関の現状 標 予　定指標値
や実績等の把握に努める必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

今後も、要綱に基づき適正に補助金を交付します。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
25237

一般会計

事務事業名 産科医等確保支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成21年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

分娩に係る一般的な費用が55万円未満の市内産科医療機 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
関 事業費 1,146 1,186 1,266

人件費 152 370 370

目　的 総事業費 1,298 1,556 1,636

産科医療機関の安定した経営を促進し、市内において産 2年度事業費（予算額）財源内訳
科医師の確保を図ります。 国支出金 0

県支出金 1,266

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

産科医療機関の分娩実績に基づき、分娩手当に係る経費 その他 0

の一部を助成します。 一般財源 0
合　計 1,266

３.活動内容

名称 補助対象医療機関数 単位 箇所
活

内容説明 補助対象要件を満たした市内医療機関数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

分娩手当の一部を助成し、産科医療機関の経営安定を図 名称 分娩件数 単位 件
ることによって、産科医師の処遇改善が進み、産科医師 活

内容説明 市で審査すべき補助対象分娩件数の確保につながります。 動

指 3



民に安心感を与えることができます。 動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

墓所の永続性及び非営利性の確保の観点から、将来にわ 標 予　定指標値
たって安定的な運営を行うことができる経営主体に許可 3

実　績 －－－することが必要であり、許可にあたっては厳密に審査を

する必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

墓地等経営許可等への申請者に対して、指導、助言を適切に行い厳正な審査に努めていきます。また、本市

に適した墓地の在り方について、さまざまな視点から調査・研究を継続します。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
30871

一般会計

事務事業名 墓地等経営許可事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 地域の温かい支えとともに人生を安心して送ることができている

墓地、埋葬等に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成24年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内で墓地、納骨堂及び火葬場の経営の許可等を受けよ 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
うとする者。 事業費 6 5 12

人件費 1,483 600 901

目　的 総事業費 1,489 605 913

市内における墓地、納骨堂及び火葬場が、適切に経営さ 2年度事業費（予算額）財源内訳
れるようにします。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市内における墓地や納骨堂及び火葬場の経営を許可し、 その他 0

対象者に対して指導監督を行います。 一般財源 12
合　計 12

３.活動内容

名称 墓地等経営許可件数 単位 件
活

内容説明 墓地、納骨堂及び火葬場の経営許可件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 0 0 0指標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

将来にわたって安定的な運営を行うことができる経営主 名称 単位
体に墓地等設置を許可することにより、墓所を巡る諸問 活

内容説明題を最少にし、市



れ、生活や治療に前向きになれる環境を整えるこ 活
内容説明 助成実績により評価します。とができ、また、ウィッグ購入にかかる経済的負担の軽 動

減につながります。　・重粒子線治療にかかる高額な技 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

術料の一部を助成することによって、優れた点が多いと 標 予　定 2 2 2指標値
される当該治療の機会を確保することができます。　・ 2

実　績 2 1 －－－骨髄移植ドナーへ助成することで、骨髄等の移植の推進

を図ります。　・特別の理由による任意の予防接種費用 名称 骨髄ドナー支援事業助成対象者数 単位 人
への助成を行うことで、骨髄移植等をした子どものいる 活

内容説明 助成実績により評価します。世帯の経済的な負担を軽減することができます。 動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

がん患者等の生活の質の維持・向上に、一定の効果があ 標 予　定 2 2 2指標値
るものと考えておりますが、より良い助成制度のあり方 3

実　績 2 1 －－－を検討する必要があります。

名称 特別の理由による任意予防接種対象者 単位
活

内容説明 助成実績により評価します。動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 0 2 2指標値
4

実　績 0 0 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

引き続き、事業の周知を継続していきます。また、助成件数や市民からの声を踏まえ、助成制度のより良い

あり方を検討します。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
37699

一般会計

事務事業名 がん患者等支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 医療施策推進係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 いつでも必要な医療が受けられる

めざす成果 いざというときに診療を受けられる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成27年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

抗がん剤治療等に伴い脱毛症を発症した者 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
神奈川県立がんセンター重粒子治療施設で治療を受けた 事業費 3,455 2,651 4,008

者 人件費 2,224 2,220 2,220

目　的 総事業費 5,679 4,871 6,228

がん患者や骨髄ドナー等への費用助成を行うことによっ 2年度事業費（予算額）財源内訳
て、生活の質の維持・向上や先進医療による治療環境、 国支出金 0

骨髄提供をしやすい環境を整えます。 県支出金 210

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・がん患者等を支援するための各種助成を行います。 その他 0

一般財源 3,798
合　計 4,008

３.活動内容

名称 ウィッグ購入費助成対象者数 単位 人
活

内容説明 助成実績により評価します。動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 80 80 80指標値
1

実　績 94 74 －－－成　果（効果･予測）

・ウィッグの着用により容姿変貌に対する精神的苦痛が 名称 重粒子線治療費助成対象者数 単位 人
緩和さ



該年度) 2年度

標 予　定 60 60 60指標値
1

実　績 52 42.8 －－－成　果（効果･予測）

・子育てが中心の生活を送るなか、健診を受ける機会が 名称 親子de健康診査受診者数 単位 人
  ない母親や父親に対して受診機会を提供することで、 活

内容説明 親子de健康診査を受診した人数  健康管理の一助になります。 動

・母親や父親の健康管理、生活習慣は、子どもの健康に 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

  も関連があることから、生活習慣の振り返りを行うこ 標 予　定 1,082 1,089 1,002指標値
  とで、子どもから大人までのライフステージを通じた 2

実　績 921 709 －－－  健康に関する普及啓発となります。

名称 面接・電話による事後指導実施率 単位 ％
活

内容説明 事後指導実施者数／保健指導が必要と判断された人動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

・受診率の向上のために、事前案内や当日の健診会場で 標 予　定 70 70 70指標値
　効果的な周知を行う必要があります。 3

実　績 36.6 57.8 －－－・血液検査のみの簡易的な検査であるため、この健診を

  機により詳細な女性健診や特定健診を経年的に受診で 名称 単位
　きるよう働きかける必要があります。 活

内容説明・健診の結果による事後指導が必要な方への保健指導率 動

　を向上させ、効果的な指導を行う必要があります。 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

受診率の維持・向上につながるよう、１歳６か月児歯科健診対象者への通知に案内を同封し事前周知を行う

ことに加え、健診会場での積極的な声掛けにより、受診勧奨を行います。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
37802

一般会計

事務事業名 親子de健康診査事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

健康福祉部 医療健診課 保健衛生・がん予防係 山中　崇史

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・いつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 健康寿命を延伸する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成27年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

１歳６か月児歯科健康診査を当日受ける児の親 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 7,042 5,697 7,540

人件費 741 740 740

目　的 総事業費 7,783 6,437 8,280

多忙な子育て世代を対象として、市民の健康づくり事業 2年度事業費（予算額）財源内訳
の一環として健康診査を行うことにより、子育て中の母 国支出金 0

親及び父親の健康を保持増進します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・１歳６か月児歯科健康診査と同日に、母親及び父親の その他 0

　問診、血液検査を行います。 一般財源 7,540

・親が安心して受診できるよう、保育を実施します。 合　計 7,540

・健診結果から保健指導や精密検査の必要があると認め ３.活動内容
　られた人に、保健師や管理栄養士による保健指導や受 名称 親子de健康診査受診率 単位 %
　診勧奨を行います。 活

内容説明 親子de健康診査受診者数／１歳６か月児歯科健康診査受診者数動

指 30年度 31年度 (当


